別紙様式第１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文 書 番 号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
愛知県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画について（申請）
このことについて、下記のとおり申請しますので、承認をお願いします。

記

１　借入希望者（経営改善計画の作成者）
	氏　名
	住　所
	計画作成日
	備　考

	
	
	
	


２　借入申込資金種類　（該当する資金の（）内に○）
	大家畜・養豚特別支援資金
	大家畜
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	
	養豚
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	酪農・肉用牛担い手緊急支援資金　（　　）


３　融資機関の意見（酪農・肉用牛担い手緊急支援資金の場合は記入不要）
	計画の妥当性及び償還可能性、借入者の経営改善のための指導等に係る効果に関する意見

	（意見記入欄）


４　添付書類
（１）　経営改善計画（経営改善計画に添付されたその他書類を含む。）
（２）　融資機関支援計画（大家畜・養豚特別支援資金の場合）
（３）　経営改善計画総括表（酪農・肉用牛担い手緊急支援資金の場合）
担当　
電話　
別紙様式第２号
文 書 番 号　
年　月　日　
○○市（町村）長　殿
愛知県○○農林水産事務所長　
　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画内容の確認について（照会）
　　　　年　月　日付けで、貴市（町村）において畜産経営する下記１の者から下記２の融資機関を通じて本県に、畜産特別資金の借入に係る経営改善計画が別添のとおり提出されました。
つきましては、経営改善計画の内容について、別紙による確認をお願いします。

記

１　借入希望者
	氏　名
	住　所

	
	


２　融資機関名

　　
３　借入申込資金種類　（該当する資金の（）内に○）

	大家畜・養豚特別支援資金
	大家畜
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	
	養豚
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	酪農・肉用牛担い手緊急支援資金　（　　）


担当　
電話　

別紙様式第２号の別紙（その１）
畜産特別資金に係る確認書【大家畜特別支援資金（経営改善資金）用】
＜基本情報＞（「個人・法人」及び「経営の種類」については、該当の番号を囲む。）
	借入希望者
	個人・法人
	経営の種類

	（氏名）

（住所）

	１.個人
（一戸法人含む）

２.法人
（一戸法人除く）
	１.酪農
２.肉用牛繁殖
３.肉専用種肥育又は一貫
４.乳用種肥育又は乳用種ほ育育成


＜確認項目＞（該当することを確認した項目の先頭の□を■にする。）
□１　大家畜経営を今後も長期に継続するとともに、経営の改善に積極的に取り組む意欲及び能力を有すること。

□２　借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一部の返済が可能であること。

□３　法人にあっては、次のいずれかに該当すること。（該当の（）内に○）
（　）　農事組合法人

（　）　農業を主として営む個人、農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行する社員に限る。）の数の過半を占めている持分会社
（　）　農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が５０人以下である株式会社（公開会社でない株式会社に限る。）

（　）　農業の振興を目的とする法人であって、地方公共団体又は農業者等が、総社員の表決権の過半数を保有している一般社団法人

（　）　その他都道府県知事等が（独法）農畜産業振興機構理事長と協議して認める法人

□４　乳用牛又は肉用牛の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（３）ア（エ）の表（要綱表）に掲げる頭数以上であること。
	要綱表の家畜の種類
	飼養規模
	現地確認者
	確認年月日

	
	頭
	（所属）
（氏名）
	　　年
　　月　　日


□５　特認希望の場合、上記４の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（９）イ（ア）ｃの表に掲げる頭数以上であること。
□６　配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、次に掲げるいずれかの要件を満たしている者であること。（該当の（）内に○）
（　）　借換えを行う年度に、配合飼料価格安定基金が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結（以下「契約」という。）をしている者であること。
（　）　 借換えを行う直近年度及び借換えを行う年度のいずれも契約を締結していない者であること。

（　）　借換えを行う直近年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理的な理由により、借換えを行う年度に契約を締結していない者であること。

別紙様式第２号の別紙（その２）
畜産特別資金に係る確認書【大家畜特別支援資金（経営継承資金）用】
＜基本情報＞（「経営の種類」については、該当の番号を囲む。）
	借入希望者
	経営の種類

	（氏名）

（住所）

	１.酪農
２.肉用牛繁殖
３.肉専用種肥育又は一貫
４.乳用種肥育又は乳用種ほ育育成


＜確認項目＞（該当することを確認した項目の先頭の□を■にする。）

□１　大家畜経営を今後も長期に継続するとともに、経営の改善に積極的に取り組む意欲及び能力を有すること。

□２　借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一部の返済が可能であること。

□３　農業を営む個人（一戸法人を含む。）であること。
□４　現に大家畜経営に従事しているおおむね４０歳以下の後継者が、借入れを希望する年度以降において当該大家畜経営の主たる従事者となることが認められること。
	後継者の氏名
	年齢
	従事年数

	
	才
	年


□５　乳用牛又は肉用牛の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（３）イ（エ）の表（要綱表）に掲げる頭数以上であること。
	要綱表の家畜の種類
	飼養規模
	現地確認者
	確認年月日

	
	頭
	（所属）
（氏名）
	　　年
　　月　　日


□６　配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、次に掲げるいずれかの要件を満たしている者であること。（該当の（）内に○）

（　）　借換えを行う年度に、配合飼料価格安定基金が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結（以下「契約」という。）をしている者であること。
（　）　 借換えを行う直近年度及び借換えを行う年度のいずれも契約を締結していない者であること。

（　）　借換えを行う直近年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理的な理由により、借換えを行う年度に契約を締結していない者であること。
別紙様式第２号の別紙（その３）
畜産特別資金に係る確認書【養豚特別支援資金（経営改善資金）用】
＜基本情報＞（「個人・法人」及び「経営の種類」については、該当の番号を囲む。）
	借入希望者
	個人・法人
	経営の種類

	（氏名）

（住所）

	１.個人（一戸法人含む）

２.法人（一戸法人除く）
	１.繁殖 

２.肥育又は一貫


＜確認項目＞（該当することを確認した項目の先頭の□を■にする。）

□１　養豚経営を今後も長期に継続するとともに、経営の改善に積極的に

取り組む意欲及び能力を有すること。

□２　借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一部の返済が可能であること。

□３　法人にあっては、次のいずれかに該当すること。（該当の（）内に○）

（　）　農事組合法人

（　）　農業を主として営む個人、農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行する社員に限る。）の数の過半を占めている持分会社
（　）　農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が５０人以下である株式会社（公開会社でない株式会社に限る。）

（　）　農業の振興を目的とする法人であって、地方公共団体又は農業者等が、総社員の表決権の過半数を保有している一般社団法人

（　）　その他都道府県知事等が（独法）農畜産業振興機構理事長と協議して認める法人

□４　豚の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（４）ア（エ）の表（要綱表）に掲げる頭数以上であること。
	要綱表の家畜の種類
	飼養規模
	現地確認者
	確認年月日

	
	頭
	（所属）
（氏名）
	　　年
　　月　　日


□５　特認希望の場合、上記４の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（９）ウ（ア）ｃの表に掲げる頭数以上であること。
□６　配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、次に掲げるいずれかの要件を満たしている者であること。（該当の（）内に○）

（　）　借換えを行う年度に、配合飼料価格安定基金が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結（以下「契約」という。）をしている者であること。
（　）　 借換えを行う直近年度及び借換えを行う年度のいずれも契約を締結していない者であること。

（　）　借換えを行う直近年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理的な理由により、借換えを行う年度に契約を締結していない者であること。
別紙様式第２号の別紙（その４）
畜産特別資金に係る確認書【養豚特別支援資金（経営継承資金）用】
＜基本情報＞（「経営の種類」については、該当の番号を囲む。）
	借入希望者
	経営の種類

	（氏名）

（住所）

	１.繁殖 

２.肥育又は一貫


＜確認項目＞（該当することを確認した項目の先頭の□を■にする。）

□１　養豚経営を今後も長期に継続するとともに、経営の改善に積極的に

取り組む意欲及び能力を有すること。
□２　借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一部の返済が可能であること。

□３　農業を営む個人（一戸法人を含む。）であること。
□４　現に養豚経営に従事しているおおむね４０歳以下の後継者が、借入れを希望する年度以降において当該大家畜経営の主たる従事者となることが認められること。
	後継者の氏名
	年齢
	従事年数

	
	才
	年


□５　豚の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第２の２（４）イ（エ）の表（要綱表）に掲げる頭数以上であること。
	要綱表の家畜の種類
	飼養規模
	現地確認者
	確認年月日

	
	頭
	（所属）
（氏名）
	　　年
　　月　　日


□６　配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、次に掲げるいずれかの要件を満たしている者であること。（該当の（）内に○）

（　）　借換えを行う年度に、配合飼料価格安定基金が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結（以下「契約」という。）をしている者であること。
（　）　 借換えを行う直近年度及び借換えを行う年度のいずれも契約を締結していない者であること。

（　）　借換えを行う直近年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理的な理由により、借換えを行う年度に契約を締結していない者であること。
別紙様式第２号の別紙（その５）
畜産特別資金に係る確認書【酪農・肉用牛担い手緊急支援資金用】
＜基本情報＞（「個人・法人」及び「経営の種類」については、該当の番号を囲む。）
	借入希望者
	個人・法人
	経営の種類

	（氏名）

（住所）

	１.個人
（一戸法人含む）

２.法人
（一戸法人除く）
	１.酪農
２.肉用牛繁殖
３.肉専用種肥育又は一貫
４.乳用種肥育又は乳用種ほ育育成


＜確認項目＞（該当することを確認した項目の先頭の□を■にする。）

□１　大家畜経営を今後も長期に継続するとともに、経営の改善に積極的に取り組む意欲及び能力を有すること。

□２　主として大家畜経営に従事する者について、次のいずれかに該当すること。（該当の（）内に○）
（　）　６５歳未満の者が現に主として大家畜経営に従事しており、かつ将来も従事する見込みがあると認められること。
（　）　６５歳以上の者が現に主として大家畜経営に従事しており、当該者の大家畜経営に係る後継者が確定していること。
	後継者の氏名
	年齢
	従事年数

	
	才
	年


□３　簿記記帳を行っているか又は行うことが確実と見込まれること。
□４　借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一部の返済が可能であること。

□５　法人にあっては、次のいずれかに該当すること。（該当の（）内に○）

（　）　農事組合法人

（　）　農業を主として営む個人、農業協同組合又は農業協同組合連合会（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行する社員に限る。）の数の過半を占めている持分会社
（　）　農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が５０人以下である株式会社（公開会社でない株式会社に限る。）

（　）　農業の振興を目的とする法人であって、地方公共団体又は農業者等が、総社員の表決権の過半数を保有している一般社団法人

（　）　その他都道府県知事等が（独法）農畜産業振興機構理事長と協議して認める法人

□６　乳用牛又は肉用牛の飼養規模が、おおむね畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１第３の２（３）カの表（要綱表）に掲げる頭数以上であること。
	要綱表の家畜の種類
	飼養規模
	現地確認者
	確認年月日

	
	頭
	（所属）
（氏名）
	　　年
　　月　　日


□７　配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するため、次に掲げるいずれかの要件を満たしている者であること。（該当の（）内に○）

（　）　借換えを行う年度に、配合飼料価格安定基金が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関する基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量契約の締結（以下「契約」という。）をしている者であること。
（　）　 借換えを行う直近年度及び借換えを行う年度のいずれも契約を締結していない者であること。

（　）　借換えを行う直近年度に契約を締結していたが、自給飼料への転換等の合理的な理由により、借換えを行う年度に契約を締結していない者であること。
別紙様式第３号

文 書 番 号　
年　月　日　

農業水産局長　殿
○○農林水産事務所長　

　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画について（報告）
　　　　年　月　日付けで、下記１の者から下記２の融資機関を通じて、畜産特別資金の借入に係る経営改善計画が提出されましたので報告します。
なお、内容確認の結果は、別添「畜産特別資金に係る確認書」のとおりであり、関係要綱に定められた借入要件に照らして問題ないものと認めます。
記

１　借入希望者
	氏　名
	住　所
	総負債残高（Ａ）

	
	
	円


	過去３か年の平均売上高（Ｂ）
	前年度売上高（Ｃ）
	負債比率※

	円
	円
	％


※負債比率＝Ａ÷（Ｂ又はＣのいずれか高い額）×100
２　融資機関名

　　
３　借入申込資金種類　（該当する資金の（）内に○）

	大家畜・養豚特別支援資金
	大家畜
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	
	養豚
	経営改善資金（　　）
	経営継承資金（　　）

	酪農・肉用牛担い手緊急支援資金　（　　）


４　添付書類
（１）　畜産特別資金に係る確認書（確認のために徴取した資料を含む。）
（２）　融資機関から知事宛ての申請書

（３）　経営改善計画（経営改善計画に添付された資料を含む。）
（４）　融資機関支援計画（大家畜・養豚特別支援資金の場合）

（５）　経営改善計画総括表（酪農・肉用牛担い手緊急支援資金の場合）
担当　
電話　

別紙様式第４－１号

○畜第○○号　
年　月　日　

借入希望者　様
愛　知　県　知　事　　　

　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画の承認について（通知）

年　月　日付けで○○○○（融資機関名）を通じて提出のありました下記の計画については承認します。
記
大家畜特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画
大家畜特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画
大家畜特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画
養豚特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画
養豚特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画
養豚特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画
酪農・肉用牛担い手緊急支援資金に係る経営改善計画
（該当の１つを記載する。）
担当　農業水産局畜産課
　　　　　管理・調整グループ（　　）

電話　０５２－９５４－６４２３
別紙様式第４－２号

○畜第○○号　
年　月　日　

当該融資機関の長　様
愛　知　県　知　事　　　

　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画の承認について（通知）

年　月　日付けで提出のありました下記１の者に係る下記２の計画については承認します。
つきましては、別添の借入希望者宛て承認通知を御本人にお渡しください。
また、下記３のことについて御留意ください。

記
１　借入希望者氏名
　　
２　計画の種類
大家畜特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
大家畜特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
大家畜特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
養豚特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
養豚特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
養豚特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画及び融資機関支援計画
酪農・肉用牛担い手緊急支援資金に係る経営改善計画及
（該当の１つを記載する。）
３　留意事項
（１）　当該資金を貸付けた場合は、遅延なく、当該資金に係る融通事業の実施主体に対し、当該実施主体が定める書式による貸付実行報告を行うこと。
（２）　（１）の報告を行う際は、愛知県畜産特別資金融通事業実施要領（以下「県要領」という。）第７の２に基づき、本県に対して当該報告の内容を通知すること。
（３）　貸付実行後の毎年度終了後遅延なく、県要領第８に基づき、本県に対して当該貸付状況の報告を行うこと。
担当　農業水産局畜産課
　　　　　管理・調整グループ（　　）

電話　０５２－９５４－６４２３
別紙様式第４－３号

○畜第○○号　
年　月　日　

○○農林水産事務所長　殿
（審査会構成組織の長　様）

（愛知県）農業水産局長　
　　　　年度畜産特別資金に係る経営改善計画の承認について（通知）

年　月　日付け○○第○○号で送付された下記の計画については別添（写し）のとおり承認しましたので、御承知ください。
記
１　借入希望者氏名
　　
２　融資機関名
　　
３　計画の種類
大家畜特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

大家畜特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

大家畜特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

養豚特別支援資金（経営改善資金（一般））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

養豚特別支援資金（経営改善資金（特認））に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

養豚特別支援資金（経営継承資金）に係る経営改善計画及び融資機関支援計画

酪農・肉用牛担い手緊急支援資金に係る経営改善計画及

（該当の１つを記載する。）
担当　畜産課
　　　　　管理・調整グループ（　　）

電話　０５２－９５４－６４２３
別紙様式第５号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文 書 番 号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
愛知県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　

　　　　年度経営改善計画に係る貸付実行について（通知）
下記１に係る資金の貸付を下記２の日付で実行しました。
ついては、当該資金に係る融通事業の実施主体に対して、別添により実行報告をするので御承知ください。
記

１　借入者氏名・経営改善計画承認通知番号
　　○○　○○・　　　　年　月　日付け○畜第○○号
　　○○　○○・　　　　年　月　日付け○畜第○○号

２　貸付実行年月日
　　　　　　年　　月　　日
３　添付書類
畜産特別資金貸付実行状況報告書
（畜産特別資金融通事業実施要領別紙様式第３号の１又は第３号の２）

担当　
電話　

別紙様式第６－１号

○畜第○○号　
年　月　日　

公益社団法人愛知県畜産協会理事長　様
愛知県農業水産局長　

　　　　年度経営改善計画に係る貸付実行について（通知）

このことについて、下記のとおり貸付実行がありましたので、借入者等に対する指導をお願いします。
記
１　貸付実行年月日
　　　　　　年　　月　　日
２　借入者氏名・資金の種類
　　
３　融資機関名
　　　　○○　○○
４　貸付実行状況報告
　　別添（写し）のとおり

２の資金の種類は、次のものから該当のものを記載する。
大家畜特別支援資金（経営改善資金（一般））
大家畜特別支援資金（経営改善資金（特認））

大家畜特別支援資金（経営継承資金）
養豚特別支援資金（経営改善資金（一般））
養豚特別支援資金（経営改善資金（特認））

養豚特別支援資金（経営継承資金）
酪農・肉用牛担い手緊急支援資金
担当　畜産課
　　　　　管理・調整グループ（　　）

電話　０５２－９５４－６４２３
別紙様式第６－２号

○畜第○○号　
年　月　日　

○○農林水産事務所長　殿
（関係機関の長　様）

（愛知県）農業水産局長　
　　　　年度経営改善計画に係る貸付実行について（通知）

このことについて、下記のとおり貸付実行がありましたので御承知ください。
記
１　貸付実行年月日
　　　　　　年　　月　　日
２　借入者氏名・資金の種類
　　
３　融資機関名
　　　　○○　○○
４　貸付実行状況報告
　　別添（写し）のとおり

２の資金の種類は、次のものから該当のものを記載する。
大家畜特別支援資金（経営改善資金（一般））
大家畜特別支援資金（経営改善資金（特認））

大家畜特別支援資金（経営継承資金）
養豚特別支援資金（経営改善資金（一般））
養豚特別支援資金（経営改善資金（特認））

養豚特別支援資金（経営継承資金）
酪農・肉用牛担い手緊急支援資金
担当　畜産課
　　　　　管理・調整グループ（　　）

電話　０５２－９５４－６４２３
別紙様式第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文 書 番 号　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　

愛知県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　融資機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　

　　　　年度畜産特別資金に係る貸付状況ついて（報告）
このことについて、別添のとおり報告します。

記

１　借入者氏名・経営改善計画承認通知番号

　　○○　○○・　　　　年　月　日付け○畜第○○号

　　○○　○○・　　　　年　月　日付け○畜第○○号
２　添付書類
（１）　大家畜特別支援資金貸付実績報告
（畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１別紙様式第１５号－１。大家畜特別支援資金の場合。）
（２）　養豚特別支援資金貸付実績報告
（畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１別紙様式第１５号－２。養豚特別支援資金の場合。）

（３）　酪農・肉用牛担い手緊急支援資金貸付実績報告書
（畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１別紙様式第１６号。酪農・肉用牛担い手緊急支援資金の場合。）

担当　
電話　
（参考）本照会の根拠


・大家畜・養豚特別支援資金の場合


畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１の第２の３の（１）のウによる。


・酪農・肉用牛担い手緊急支援資金の場合


畜産特別支援資金融通事業実施要綱別添１の第３の３の（１）のウによる。





「畜産特別支援資金融通事業実施要綱」は、独立行政法人農畜産業振興機構のホームページを参照。









